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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第16期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第17期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第16期

会計期間

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成23年
１月１日
至平成23年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高（千円） 2,134,700887,2668,729,178

経常損失（△）（千円） △425,645△169,115△497,958

四半期（当期）純損失（△）

（千円）
△779,079△202,414△1,085,492

純資産額（千円） 7,798,3806,745,4267,025,903

総資産額（千円） 11,634,8888,491,3738,884,817

１株当たり純資産額（円） 5,564.715,545.745,570.29

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△583.88 △163.55 △825.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 63.3 78.7 78.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△648,840△594,205 195,727

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
44,712 13,674 △59,914

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
168,840△83,570△553,931

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
1,973,0841,268,9141,927,378

従業員数（人） 356 247 258

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。    
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 247 (136)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含む。）は、当第１四半期連結会計期間の平均人

員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 11  

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を含み、社外から当社への出向者を除く。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成23年１月１日
  至　平成23年３月31日)

前年同四半期比（％）

建設コンサルタント事業（千円）    23,515 60.2

ファッションブランド事業（千円） 76,377 20.8

合計（千円） 99,893 24.6

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　 

(2）受注状況

　当第１四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

建設コンサルタント事業 568,119 74.9 3,243,092 84.3

合計 568,119 74.9 3,243,092 84.3

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．ファッションブランド事業につきましては、見込生産を行っているため記載しておりません。　

 

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
(自　平成23年１月１日
  至　平成23年３月31日)

前年同四半期比（％）

建設コンサルタント事業（千円） 243,221 48.3

ファッションブランド事業（千円） 644,045 39.5

合計 887,266 41.6

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。　

      ２. 前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱ＱＶＣジャパン － － 202,232 22.8

 　　　　　（注）　前第１四半期連結会計期間の㈱ＱＶＣジャパンについては、当該割合が100分の10未満のため記載

　　　　　　　　を省略しております。

　　　３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等、または前

事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクの内容について重要な変更はありません。

　当社グループは前連結会計年度において、512,836千円の営業損失を計上し、また、当第１四半期連結会計期間におい

ても182,417千円の営業損失を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

状況が存在しております。

　そこで、当社グループは、「４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（５）経営成績に重要な

影響を与える要因に対する経営改善策」に記載の対策を講じ、当該事象の解消と改善に向けて努めており、その結果、

継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。
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３【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

   当第１四半期連結会計期間における日本経済は、新興国向け輸出に牽引され緩やかな回復過程にあったものの、

３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震による景気への影響が懸念されています。一方で世界経済に目を転じ

れば、世界的な資源価格の上昇、米国における高い失業率、ＥＵ諸国における所謂ソブリンリスク等景気下振れリ

スクはあるものの、新興国の高度成長に牽引され全体では回復基調にあります。

　 このような経済環境のなか、当社トライアイズグループは、景気変動の影響を受けない企業グループとして、小さ

くとも知性を使って、その世界ではNo.1となり光る企業グループを目指すという目標に取り組んでまいりました。

その実現のために、先ずは既存の建設コンサルタント事業とファッションブランド事業という２つの中核事業の

業績改善・拡大を図り、当社グループの企業価値向上に取り組んでおります。

   また、株主の皆様には、長期に渡る株価低迷でご迷惑をおかけしていることから、２月及び３月に約４万株の自

己株式の取得を行いました。　

   これらの結果、当社グループの当第１四半期連結会計期間の売上高は887百万円（前年同期比58.4％減）と大幅

な減収となりました。販売費及び一般管理費は513百万円（前年同期比55.2％減）と更なる削減を実現しておりま

すが、営業損失は182百万円（前年同期は443百万円の営業損失）、経常損失は169百万円（前年同期は425百万円の

経常損失）、税金等調整前四半期純損失は178百万円（前年同期は822百万円の税金等調整前四半期純損失）、四半

期純損失は202百万円（前年同期は779百万円の四半期純損失）となりました。

　

   　　　当第１四半期連結会計期間におけるセグメント別の業績は以下のとおりです。

　

       （建設コンサルタント事業）

   建設関連事業を取り巻く環境としては、昨年度の公共事業関係費予算が前年比20％弱の大幅な削減となってお

り、国内市場においては一段と厳しさを増してきております。当社の属する建設コンサルタント事業においても、

この影響は避けられず非常に厳しい状況にありました。一方で、環境保全への取り組みや異常気象を起因とする自

然災害への対策等、時代に適応した建設コンサルタントの新たな活躍分野の拡大もあります。

   当社としましては、このような市場環境の急速な変化に対応を図るため、当社の強みとするダムや河川を中心と

する水関連の技術力を活かしつつ、技術革新に向けて邁進し、地球環境改善にも貢献する事業転換を行いたいと考

えております。

　 国内需要の縮小への対処として始めた、韓国における公共インフラ事業での受注活動も引き続き積極的に行って

おり、同国における受注拡大は同社の経営目標の一つとして認識し、韓国案件チームの拡大を目指しております。

　 また、ＩＴソリューション製品は、画像閲覧ソフトＺＯＯＭＡと情報漏洩防止ソフトＯｍｎｉＴｒｕｓｔの販売

を、民間企業を始め公共事業における潜在的ニーズにも積極展開を行なってきている結果、徐々に利用実績があ

がっております。

　 これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は243百万円（前年同期比51.7％減）、営業損失は224百万円

（前年同期は223百万円の営業損失）となりました。なお、当事業は公共事業の単年度予算の影響を受け、売上が第

２四半期連結会計期間以降に偏るという事業特性があります。そのため、第１四半期連結会計期間の売上高は著し

く低くなりますが、第２四半期連結会計期間以降は第１四半期連結会計期間に比べ大幅な増収が見込まれます。

　

       （ファッションブランド事業）

   ファッションブランド事業においては、景気低迷による消費不振は依然根強く、非常に厳しい環境が続いており

ますが、販売チャネルの多角化による収益の確保、営業費用の縮減に努めました。

　 東京ブラウス株式会社については、民事再生手続き終結後、販売チャネルを抜本的に見直し、一定の消費者層から

支持の高い同社のブランドである「ＣＬＡＴＨＡＳ（クレイサス）」を柱とした直営店舗展開、ライセンス事業

を安定収益源として成長させながら、今後の市場拡大が期待できるＥコマースに焦点をあて、より採算性の高い中

核事業として再生するよう取り組み、大幅に業績を改善することができました。

　 濱野皮革工藝株式会社については、販売チャネルの多角化が功を奏し、前年同期比増収増益となりました。今後

も、既存事業の維持を図りつつも、台湾ＴＶショッピングでの放映を始めとした、自社工場による生産体制を活か

したアジア戦略など新規販売チャネルの育成を進めます。
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   また、両社のＥコマース事業の育成に特化するため設立した株式会社セレクティブにより、これまで進めてきた

リ・ブランディング・プロジェクトを更に推し進め、商品ラインナップ、販売チャネル、コスト構造などあらゆる

角度から見直すことによってグループシナジーを最大限に発揮させ、収益の確保に努めております。

　 これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は644百万円（前年同期比60.5％減）と株式会社松崎の連結

範囲からの除外もあり大幅な減収となりましたが、営業利益は27百万円（前年同期は217百万円の営業損失）と大

幅に改善しました。

　　

（2）キャッシュ・フローの状況

　 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により594百万

円の減少、投資活動により13百万円の増加、財務活動により83百万円減少した結果、前連結会計年度末と比べ658百

万円減少し、1,268百万円となりました。

　　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　  

  （営業活動によるキャッシュ・フロー）

    営業活動の結果使用した資金は594百万円（前年同期は648百万円の使用）となりました。主な資金の減少要因

は、税金等調整前四半期純損失178百万円に加え、たな卸資産の増加384百万円でありますが、たな卸資産の増加は

仕掛品の増加422百万円が主な要因であります。一方主な資金の増加要因は、のれん償却額43百万円及び受注損失

引当金の増加19百万円によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は13百万円（前年同期は44百万円の獲得）となりました。これは、敷金返還による

収入21百万円があったことが主な要因であります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果使用した資金は83百万円（前年同期は168百万円の獲得）となりました。これは、自己株式取得

による支出77百万円が主な要因であります。

　　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

   当第１四半期連結会計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。 

　

 ①　基本方針の内容

 　　　　　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社及び当社グループの事業特性並びに株主をはじめ

とする国内外の顧客・社員・取引先などの各ステークホルダーとの間に築かれた関係や当社の企業価値の本源

を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保し、継続的もしくは持続的に向上さ

せる者であることが必要と考えております。

　　　　 　そうした考え方を基本にしながら、当社は金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式

の自由な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいて

は株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最

終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の自由な意思と判断に委ねられるべきだと考え

ております。

　　　　 　ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができない

可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グルー

プの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な

情報が十分に提供されないものもありえます。

　　　　 　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、必要

な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

　

 ②　基本方針の実現に資する取組みについて

 　　　　　当社は平成７年にソフトウェアの開発・販売会社として創業、平成19年からは純粋持株会社にその組織体制を変更

し、現在は事業子会社５社を傘下に、グループ企業の経営・統括を行っております。主要な事業ポートフォリオ

は建設コンサルタント事業とファッションブランド事業の２つとなっております。
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　　　　 　当社の存在意義は、成長の可能性を持ちながらも様々な要因によってそれを実現できずにいる企業を再生すること

です。当社は事業ポートフォリオの売買を積極的に実行する、バイアウト型の投資会社ではなく、当社グループ

傘下事業会社の再生・拡大を図り、企業グループ全体の価値を長期にわたって継続的に向上させていくことが、

その大きな目標となっております。グループ会社の再生を通して、ともに成長することによって、企業グループ

全体の価値を向上させること、それが当社を取り巻く全てのステークホルダーにとって最良の結果をもたらす

ものと考えております。

　　　　 　当社及び当社グループの企業価値の主な源泉は①グループ会社経営で培った知恵と意志の力、②各事業において培

われた技術力、③顧客とのサービスの品質に基づいた長期にわたる信頼関係、にあると考えております。

　　　　 　まず、①につきましては、当社のグループ会社経営に関する基本的な指針として、各事業会社の経営の自由度を容認

しながらも、進むべき方向性を見出すことを支援し、その結果として、各事業会社のグループ全体に対する貢献

度上昇の促進を目指しております。したがって、各事業会社がその属する業界固有の考え方から脱却し、それぞ

れがグローバルな企業として認められるためにいかにグループ標準に近付けるようにリードできるか、という

課題に常に向き合っております。そうした中から、企業グループ統括のためのノウハウが蓄積され、指導力を発

揮するための知性が磨かれることに結びついてきました。そもそも、当社の経営陣が抱いているグループ全体の

改善についての意志は比類無き強さであり、その気持ちを現場のグループ企業の全役職員に浸透させることに

より、グループ全体の企業価値の向上に対する意欲の高揚につなげております。

　　　　 　次に、②の技術力に関しましては、水関連に特化した建設コンサルタントとしての確固たる技術、ファッション業界

の激しい競争を乗り越え、長い歴史の中で培われた商品開発力を保持しております。また、建設コンサルタント

事業分野では水関連事業から、従来の枠を超えて地球環境関連市場に新しいニーズを開拓した展開をする予定

でおります。

　　　　 　次に、③のサービスの品質に基づいた顧客との信頼関係の面では、当社グループは、上述の事業を長年にわたり展開

を進めてきた結果、高い技術力とサービスの質をもつ会社として、顧客の高い信頼を得ており、この信頼が当社

グループの企業価値を高めるための大きな要素となっております。

　　　　 　このような創業以来の当社及び当社グループの取組みの積み重ねが現在の企業価値の源泉になっております。当社

の企業文化の継続・発展を通してのみ当社の社会的意義を高めることになり、結果として企業価値及び株主共

同利益を最大化することにつながるものと考えております。

　　　　 　一方、近年、当社グループの事業を取り巻く環境は大きく動きつつあります。当社ではコンプライアンス、品質に対

する社会の厳しい要請や技術競争の流れに沿った多様な契約形態への対応を迅速に進めてまいりました。

　　　　 　このような変化に対応しつつ当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するために、長期ビジョンとして

当社グループの上部市場への再上場の実現を目標とし、中期的な取組みとして、「景気変動の影響を受けない企

業グループになること。小さくとも知性を使ってその世界ではNo.1となり光ることのできる企業になること。」

を目標に掲げ、厳しい経営環境の中で、成長を持続させてまいります。

 

       ③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組みについて

           当社取締役会は、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、株主の皆様

が適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行為を行おうとする者との交渉の

機会を確保するために、当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（以下、「本プラン」といいます。）を導

入することを決議し、平成20年３月26日開催の当社定時株主総会において、本プランの導入について、平成23年

３月25日開催の当社定時株主総会において、本プランの継続について、株主の皆様の承認を得ております。本プ

ランの詳細につきましては以下のとおりです。

　

 ④　本プランの内容　

　　　  (イ) 本プランに係る手続き

 　　　　 (ａ) 対象となる大規模買付等

 　            本プランは以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に該当する当社株式等の買付け又はこれに類似する行為（ただし、当社取

締役会が承認したものを除きます。係る行為を、以下「大規模買付等」といいます。）がなされる場合を適

用対象とします。大規模買付等を行い、又は行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）は、予め本プ

ランに定められる手続きに従わなければならないものとします。

            (ⅰ) 当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付け

            (ⅱ) 当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係者

の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け
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 　　　 　(ｂ) 「意向表明書」の当社への事前提出

　             買付者等におきましては、大規模買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模買

付等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「意向表明書」と

いいます。）を当社の定める書式により提出していただきます。

　具体的には、「意向表明書」には、以下の事項を記載していただきます。

  (ⅰ) 買付者等の概要

  　　 ・　氏名又は名称及び住所又は所在地

　　　 ・　代表者の役職及び氏名

　　　 ・　会社等の目的及び事業の内容

　　　 ・　大株主又は大口出資者（所有株式又は出資割合上位10名）の概要

　　　 ・　国内連絡先

　　　 ・　設立準拠法

 　 (ⅱ) 買付者等が現に保有する当社の株式等の数、及び、意向表明書提出前60日間における買付者等の当社　の

株式等の取引状況

 　 (ⅲ) 買付者等が提案する大規模買付等の概要（買付者等が大規模買付等により取得を予定する当社の株式　

等の種類及び数、並びに大規模買付等の目的（支配権取得若しくは経営参加、純投資若しくは政策投資、大

規模買付等の後の当社の株式等の第三者への譲渡等、又は重要提案行為等その他の目的がある場合には、

その旨及び内容。なお、目的が複数ある場合にはそのすべてを記載していただきます。）を含みます。）

 　　　   (ｃ) 「本必要情報」の提供

　          　 上記(ｂ)の「意向表明書」をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、以下の手順に従い、当

社に対して、大規模買付等に対する株主の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情

報」といいます。）を提供していただきます。

　まず、当社は、買付者等に対して、「意向表明書」を提出していただいた日から10営業日（初日不算入）以

内に、当初提出していただくべき情報を記載した「情報リスト」を上記（ｂ）(ⅰ)の国内連絡先に発送い

たしますので、買付者等には、係る「情報リスト」に従って十分な情報を当社に提出していただきます。

               また、上記の「情報リスト」に従い買付者等から提供していただいた情報では、大規模買付等の内容及び

態様等に照らして、株主の皆様のご判断及び当社取締役会の評価・検討等のために不十分であると当社取

締役会が合理的に判断する場合には、当社取締役会が別途請求する追加の情報を買付者等から提供してい

ただきます。なお、大規模買付等の内容及び態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、原則として

「情報リスト」の一部に含まれるものとします。

         　 (ⅰ) 買付者等及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及びファンドの場合は各組合員その他の構成員を

含みます。）の詳細（沿革、具体的名称、資本構成、事業内容、財務内容、役員の氏名及び職歴等を含みま

す。）

            (ⅱ) 大規模買付等の目的（「意向表明書」において開示していただいた目的の詳細）、方法及び内容（経

営参画の意思の有無、大規模買付等の対価の種類及び金額、大規模買付等の時期、関連する取引の仕組み、

買付予定の株式等の数及び買付等を行った後における株式等所有割合、大規模買付等の方法の適法性を

含みます。）

          　(ⅲ) 大規模買付等の対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情報及び大規模買付等

に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、算定の際に第三者の意見を聴取した

場合における当該第三者の名称、意見の概要及び当該意見を踏まえて金額を決定するに至った経緯を含

みます。）

          　(ⅳ) 大規模買付等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達方法及

び関連する取引の内容を含みます。）

         　 (ⅴ) 大規模買付等に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡がある場合はその内容及

び当該第三者の概要

         　 (ⅵ) 買付者等が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、売戻契約、売買の予約その他の重要

な契約又は取決め（以下「担保契約等」といいます。）がある場合には、その契約の種類、契約の相手方

及び契約の対象となっている株式等の数量等の当該担保契約等の具体的内容

         　 (ⅶ) 買付者等が大規模買付等において取得を予定する当社の株式等に関し担保契約等の締結その他第三者

との間の合意の予定がある場合には、予定している合意の種類、契約の相手方及び契約の対象となってい

る株式等の数量等の当該合意の具体的内容

          　(ⅷ) 大規模買付等の後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当政策

         　 (ⅸ) 大規模買付等の後における当社及び当社の従業員、取引先、顧客及び地域社会その他の当社に係る利害

関係者の処遇等の方針
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         　 (ⅹ) 当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策

　 なお、当社取締役会は、買付者等から大規模買付等の提案がなされた事実とその概要及び本必要情報の概

要その他の情報のうち株主の皆様のご判断に必要であると認められる情報がある場合には、適切と判断す

る時点で開示いたします。

  また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、その旨を

買付者等に通知（以下「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、速やかにその旨を開示いたしま

す。

         （ｄ）取締役会評価期間の設定等

 　当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付等の評価の難易度等に応じて、以下の(ⅰ)又は

(ⅱ)の期間（いずれも初日不算入）を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のた

めの期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として設定します。

(ⅰ) 対価を現金（円価）のみとする公開買付けによる当社全株式等を対象とする公開買付けの場合には最

大60日間　

  (ⅱ) その他の大規模買付等の場合には最大90日間

　 当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付者

等から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観

点から、買付者等による大規模買付等の内容の検討等を行うものとします。当社取締役会は、これらの検討

等を通じて、大規模買付等に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者等に通知すると

ともに、適時かつ適切に株主の皆様に開示いたします。また、必要に応じて、買付者等との間で大規模買付等

に関する条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株主の皆様に代替案を提示することもあ

ります。

         （ｅ）取締役会の決議

   当社取締役会は、上記(ｄ)の検討等の後、以下の手続きに従い、対抗措置の発動の是非について決議を行う

ものとします。

(ⅰ) 買付者等が本プランに定める手続きを遵守しなかった場合

　当社取締役会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合には、原則として対抗措置

の発動の決議を行うものとします。

　当社取締役会は、対抗措置の発動の決議に先立ち、株主の皆様の意思を確認することが適切と判断する場

合、下記(ｆ)に定める手続きを行うものとします。

　この場合、当社取締役会は、下記(ｆ)に定める株主総会の決定に従って、速やかにその手続きに移ります。

 　　　　　 (ⅱ) 買付者等が本プランに定める手続きを遵守した場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 当社取締役会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守した場合には、仮に大規模買付等に反対で

あったとしても、当該買付等に反対意見を表明することに留め、原則として対抗措置の不発動の決議を行う

ものとします。

　 ただし、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守した場合であっても、買付者等による大規模買付等

が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものと認められる場合には、当社の企業価値・株主共

同の利益の確保・向上という観点から、対抗措置を発動すべきであると判断することがあります。この場

合、当社取締役会は、対抗措置の発動の賛否に関し株主の皆様の意思を確認するため、下記(ｆ)に定める株

主総会開催の手続きを行うものとします。当該株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施に関す

る議案が可決された場合には、当社取締役会は、株主総会の決議に従って、速やかにその手続きに移ります。

　 なお、別に開示している「当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められる類型」に掲げる

いずれかに該当すると判断される場合には、原則として、当該大規模買付等は当社の企業価値・株主共同の

利益を著しく損なうものと認められることとします。

   当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、その内容が対抗措置の発動であるか不発動であるかを問

わず、速やかに当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに開示いたしま

す。

         （ｆ）株主意思の確認

   当社取締役会は、上記(ｅ)(ⅱ)に該当する場合、及び、上記(ｅ)(ⅰ)に該当しかつ当社取締役会が必要と

認める場合、株主総会を開催し対抗措置発動に関する株主の皆様の意思を確認するものとします。

　 株主意思の確認を行う場合は、当社取締役会は、実務上可能な限り最短の時間で株主総会を開催できるよ

う、速やかに株主総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案を付議します。当社取締役

会において株主総会の開催を決定した場合には、取締役会評価期間はその時点を以て終了するものとしま

す。当該株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案が可決された場合には、当
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 社取締役会は株主総会における決定に従い、本新株予約権の無償割当てに必要な手続きを遂行します。（株

主総会において本新株予約権の無償割当て事項の決定を取締役会に委任する旨の決議がなされた場合に

は、本新株予約権無償割当ての実施に関する取締役会決議を行います。）

   また、当社取締役会は、株主総会を実施した場合には、決議結果その他当社取締役会が適切と判断する事

項について、速やかに開示いたします。

         （ｇ）対抗措置の中止又は発動の停止

   当社取締役会又は株主総会が上記(ｅ)または(ｆ)の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又は発動

後においても、(ⅰ)買付者等が大規模買付等を中止した場合又は(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の

前提となった事実関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点か

ら発動した対抗措置を維持することが相当でないと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は、対

抗措置の中止又は発動の停止を行なうものとします。

　当社取締役会は、対抗措置発動の停止の決議を行った場合、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と

判断する事項について、速やかに開示いたします。

         （ｈ）大規模買付等の開始

   買付者等は、本プランに規定する手続きを遵守するものとし、大規模買付等の提案以降、当社取締役会又

は株主総会にて対抗措置の発動又は不発動の決議を行うまでは、大規模買付等を開始することはできない

ものとします。

 　　　

　　　  (ロ) 本プランにおける対抗措置の具体的内容

 　当社取締役会が上記(イ)(ｅ)又は(ｆ)に記載の決議に基づき発動する対抗措置は、新株予約権（以下「本新

株予約権」といいます。）の無償割当てを行うこととします。

   本新株予約権の無償割当ての概要は、別に定めている「新株予約権無償割当ての概要」の通りといたしま

す。

   当社取締役会は、対抗措置の発動が決議された後又は発動後においても、上記(イ)(ｇ)に記載の通り、対抗

措置の中止又は発動の停止を決定することがあります。例えば、対抗措置の発動が決議された場合において、

買付者等が大規模買付等を中止し、当社取締役会が上記(イ)(ｇ)に記載の決議を行った場合には、本新株予約

権の無償割当てについて設定した基準日に係る権利落ち日の前日までにおいては本新株予約権の無償割当て

を中止し、本新株予約権の無償割当ての効力発生日以後本新株予約権の行使期間の開始日の前日までにおい

ては当社が無償で本新株予約権を取得する等の方法で、対抗措置の発動を停止することができるものとしま

す。

　

　　    (ハ）本プランの有効期間、廃止及び変更

　           本プランの有効期間は、平成26年３月開催予定の定時株主総会終結の時までとします。

　 ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなさ

れた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるものとします。また、当社の株主総

会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランは

その時点で廃止されるものとします。

　 なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更又はこれ

らの解釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の変更に伴う形式的な変更が必要と判断した場合には、本プラン

を修正する場合があります。

　 当社は、本プランが廃止、又は本プランの内容について株主の皆様に実質的な影響を与えるような変更が行

われた場合には、当該廃止又は変更の事実及び（変更の場合には）変更内容その他当社取締役会が適切と認

める事項について、速やかに開示いたします。

　

　　　 ⑤　本プランの合理性 

　　　  (イ) 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

   本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原

則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しており、かつ、企業価値研究会が平

成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を踏まえておりま

す。

　

 　  　 (ロ) 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

   本プランは、上記①に記載の通り、当社株式等に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規模買付等に

応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や

期間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価

 値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。　
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 　　　 (ハ) 株主意思を重視するものであること

   本プランは、買付者等が本プランに定められた手続きに従うことなく大規模買付等がなされた場合を除き、

買付者等による大規模買付等に対する対抗措置の発動について株主の皆様のご意思を直接確認するもので

す。

　また、本プランは、当社株主総会にて、株主の皆様のご承認をいただいたうえで継続するものです。上記④

（ハ）に記載したとおり、当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、本プラ

ンも当該決議に従い変更又は廃止されることになります。従いまして、本プランの継続及び廃止には、株主の

皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっています。

　

 　　   (ニ) 合理的な客観的発動要件の設定

   本プランは、上記④（イ）に記載のとおり、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されない

ように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。

　

 　　   (ホ) デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

   上記④（ハ）に記載のとおり、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によ

り、いつでも廃止することができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策

（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

　 また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員

の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありませ

ん。

 　　 

　　   ⑥　株主の皆様への影響

 　　   (イ) 本プランの継続時に株主及び投資家の皆様に与える影響

 　本プランの継続時には、本新株予約権の発行自体は行われません。従って、本プランがその継続時に株主及び

投資家の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることはあ

りません。

   なお、前述の④(イ)に記載の通り、買付者等が本プランを遵守するか否か等により当該買付行為に対する当

社の対応方針が異なりますので、株主及び投資家の皆様におかれましては、買付者等の動向にご注意くださ

い。

　

 　　   (ロ) 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響

　 本プランの手続きに従い、本新株予約権の無償割当てを行う場合には、別途定める割当て期日における株主

名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権２個を上限とした割合で、本

新株予約権が無償にて割り当てられます。このような仕組み上、本新株予約権の無償割当て時においても、株

主の皆様が保有する当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じるものの保有する当社株式全体の経済

的価値の希釈化は生じず、また当社株式１株当たりの議決権の希釈化は生じないことから、株主の皆様の有す

る当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

   ただし、買付者等につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に、法的権利又は経済的利益に何らか

の影響が生じる場合があります。

　 なお、本プランの手続きに従い、本新株予約権の無償割当ての決議がなされた場合であっても、上記④

(イ)(ｇ)に記載の手続き等に従い当社取締役会が発動した対抗措置の中止又は発動の停止を決定した場合に

は、当社株式の株価に相応の変動が生じる可能性があります。例えば、本新株予約権の無償割当てを受けるべ

き株主が確定した後において、当社が対抗措置の発動の停止を実施し本新株予約権を無償取得して新株を交

付しない場合には、株主及び投資家の皆様が保有する当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じない

ことになるため、当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った株主及

び投資家の皆様は、株価の変動により損害を被る可能性がある点にご留意ください。

   また、本新株予約権の行使又は取得に関して差別的条件を付す場合には、当該行使又は取得に際して、買付

者等の法的権利、経済的利益に影響が生じることが想定されますが、この場合であっても、買付者等以外の株

主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定し

ておりません。

　

 　　   (ハ) 本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続き

　 本新株予約権の割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、当該新株予約権の無償割当

ての効力発生日において、当然に新株予約権者となるため、申込みの手続きは不要です。

   また、株主の皆様には、新株の取得のために所定の期間内に本新株予約権を行使していただく必要が生じる

可能性があります。（その際には一定の金銭の払込みを行っていただきます。）ただし、当社が取得条項
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 を付した新株予約権取得の手続きをとる場合には、買付者等以外の株主の皆様におかれましては、新株予約

 権の行使価格相当の金銭を払い込むことなく、当社による新株予約権取得の対価として当社株式を受領する

ことになるため、当該新株予約権に関する払込み等の手続きは不要となります。

　

   以上のほか、割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法、及び株式の交付方法等の詳細については、本

新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後、当社は、その手続きの詳細に関して、適用

ある法令及び金融商品取引所規則に基づき、適時かつ適切に開示又は通知を行いますので当該開示又は通知の

内容をご確認下さい。

　   　

（4）研究開発活動

　 　該当事項はありません。

　

（5）経営成績に重要な影響を与える要因に対する経営改善策

　　 当社グループは、「２ 事業等のリスク」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況

が存在しております。

　   そこで当社グループは、このような状況を解消すべく、前連結会計年度に策定しました以下の「経営改善策」に

現在も継続して取り組んでおり、その結果、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断し

ております。

　   　 ①  経営政策 

          　経営政策としては、1)個客経験の共創（一人ひとりの消費者のニーズを捉える）、2)グローバリゼーション 

の推進（顧客・販売先・仕入先等のステークホルダーすべてについて）、3)ＩＴ化の推進、4)変革と既存概念

の否定をかかげております。事業ドメインに関係なく、すべてのグループ会社でこの目標に向けて対応してい

く所存です。

　　　  ②  事業政策

　　　    当社グループの事業ポートフォリオを多角化することで、景気変動の影響を受けにくい事業体質を確立すべく、

ファッションブランド事業と建設コンサルタント事業の２つの中核事業をグループに取り込みました。今後も

引き続き、新しい事業ポートフォリオの獲得による多角化を検討してまいります。 

   ③  財政政策

　     当社を含むグループ会社での人員削減に加え、可能な限りの経営合理化をすすめ、大幅な販売費及び一般管理

費の削減の効果が見込まれます。また、事業ポートフォリオの多角化により営業キャッシュフローの拡大も見

込め、経営の安定化を図ってまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　(2）設備の新設、除却等の計画　

　  当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,700,000

計 4,700,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数
(株）
（平成23年５月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,340,000 1,340,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（グロース）

単元株式数

10株

計 1,340,000 1,340,000 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　第５回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成17年６月30日）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 1,000　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 95,400（注）

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～

平成27年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　95,400

資本組入額　　47,700

新株予約権の行使の条件

①　本新株予約権者は、権利行使時において当社若しくは

当社子会社の取締役又は従業員の地位を有しているこ

とを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その

他これに準ずる正当な理由のある場合は、この限りでは

ない。

②　本新株予約権者の相続人は、本新株予約権を行使する

ことができない。

③　当社と本新株予約権者との間で締結した新株予約権割

当契約に定めるその他の条件に違反していないこと。

新株予約権の譲渡に関する事項
　本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を

要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）新株予約権発行後、当会社普通株式の分割又は併合が行われる場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

 　　 上記のほか、新株予約権発行後に当会社が他の会社と合併する場合、株式交換を行い完全親会社となる場合、会社分

割を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額は適切

に調整されるものとする。
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②　第８回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成18年３月29日）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 19,400

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 19,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 23,010（注）

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日～

平成28年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　23,010

資本組入額　　11,505

新株予約権の行使の条件

①　本新株予約権者は、権利行使時において当社若しくは

当社子会社の取締役、監査役又は従業員の地位を有して

いることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退

職その他これに準ずる正当な理由のある場合は、この限

りではない。

②　本新株予約権者の相続人は、本新株予約権を行使する

ことができない。

③　当社と本新株予約権者との間で締結した新株予約権割

当契約に定めるその他の条件に違反していないこと。

新株予約権の譲渡に関する事項
　本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を

要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）新株予約権発行後、当会社普通株式の分割又は併合が行われる場合、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

 　　 上記のほか、新株予約権発行後に当会社が他の会社と合併する場合、株式交換を行い完全親会社となる場合、会社分

割を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額は適切

に調整されるものとする。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年１月１日～

平成23年３月31日
－ 1,340,000 － 5,000,000 － －
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（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　　

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

　 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　　89,510 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　1,190,660 119,066 －

単元未満株式 普通株式 　　　59,830 － －

発行済株式総数 1,340,000 － －

総株主の議決権 － 119,066 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が20株含まれております。また、「議決権の

数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

   

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社トライアイズ
東京都千代田区紀尾井町４

番１号
89,510 － 89,510 6.67

計 － 89,510 － 89,510 6.67

　（注）　当第１四半期会計期間末の自己株式数は、134,498株であります。 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

　
２月

　
３月

最高（円） 1,740 1,747 2,050

最低（円） 1,350 1,445 1,140

  （注） 最高・最低株価は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロース）におけるものであります。

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については公認会計士大河原恵史及び公認会計士松渕敏朗の両氏による四半期レビューを受け、当第

１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年

１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、清陽監査法人による四半期レビューを受

けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　第16期連結会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士大河原恵史氏　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士松渕敏朗氏

　第17期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　　清陽監査法人

（注）公認会計士大河原恵史及び公認会計士松渕敏朗の両氏は、平成23年２月22日付で清陽監査法人を設立しまし

た。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,261,895 1,322,558

受取手形及び売掛金 396,605 385,730

有価証券 104,100 704,025

商品及び製品 351,189 380,739

仕掛品 1,599,686 1,177,555

原材料及び貯蔵品 27,913 33,481

繰延税金資産 48,374 47,991

その他 100,261 172,127

貸倒引当金 △19,320 △19,308

流動資産合計 3,870,706 4,204,902

固定資産

有形固定資産

土地 857,171 857,171

その他（純額） 316,453 305,484

有形固定資産合計 ※1
 1,173,625

※1
 1,162,656

無形固定資産

のれん 1,237,397 1,280,794

その他 76,766 79,581

無形固定資産合計 1,314,164 1,360,376

投資その他の資産

投資有価証券 1,787,700 1,787,700

その他 623,927 647,931

貸倒引当金 △278,749 △278,749

投資その他の資産合計 2,132,877 2,156,881

固定資産合計 4,620,666 4,679,914

資産合計 8,491,373 8,884,817
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 210,988 272,990

短期借入金 150,000 150,000

未払法人税等 30,524 27,695

前受金 959,147 917,867

賞与引当金 14,992 37,319

返品調整引当金 5,444 4,886

受注損失引当金 74,133 54,816

その他 196,094 310,993

流動負債合計 1,641,326 1,776,569

固定負債

役員退職慰労引当金 40,000 40,000

資産除去債務 22,522 －

その他 42,098 42,343

固定負債合計 104,620 82,343

負債合計 1,745,946 1,858,913

純資産の部

株主資本

資本金 5,000,000 5,000,000

資本剰余金 4,504,919 4,504,924

利益剰余金 △2,560,493 △2,358,078

自己株式 △257,848 △180,488

株主資本合計 6,686,577 6,966,356

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △1,174 △806

評価・換算差額等合計 △1,174 △806

少数株主持分 60,023 60,353

純資産合計 6,745,426 7,025,903

負債純資産合計 8,491,373 8,884,817
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 2,134,700 887,266

売上原価 1,429,732 555,889

売上総利益 704,968 331,377

販売費及び一般管理費 ※
 1,148,144

※
 513,794

営業損失（△） △443,176 △182,417

営業外収益

受取利息 971 848

受取配当金 91 94

不動産賃貸収入 － 4,929

負ののれん償却額 13,022 －

為替差益 － 4,582

その他 13,647 5,373

営業外収益合計 27,732 15,828

営業外費用

支払利息 2,482 －

支払手数料 － 606

不動産賃貸原価 － 1,898

賠償責任保険免責額 5,000 －

その他 2,718 21

営業外費用合計 10,201 2,526

経常損失（△） △425,645 △169,115

特別利益

負ののれん一括償却額 455,794 －

その他 3,388 －

特別利益合計 459,183 －

特別損失

たな卸資産評価損 267,689 －

構造改革費用 576,793 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9,582

その他 11,613 60

特別損失合計 856,095 9,642

税金等調整前四半期純損失（△） △822,557 △178,757

法人税等 48,417 23,986

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △202,744

少数株主損失（△） △91,894 △330

四半期純損失（△） △779,079 △202,414
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △822,557 △178,757

減価償却費 25,937 16,672

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9,582

のれん償却額 30,374 43,397

負ののれん一括償却額 △455,794 －

たな卸資産評価損 267,689 －

減損損失 1,257 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14,254 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △19,784 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △42,506 △22,326

構造改革費用引当金の増減額（△は減少） 576,793 －

受注損失引当金の増減額（△は減少） 14,616 19,316

返品調整引当金の増減額（△は減少） △21,697 558

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △2,518 －

固定資産除売却損益（△は益） 845 0

ゴルフ会員権評価損 5,300 －

受取利息及び受取配当金 △1,062 △943

支払利息 2,482 －

為替差損益（△は益） △6,041 △3,667

売上債権の増減額（△は増加） 389,513 △9,609

破産更生債権等の増減額（△は増加） △50,156 150

たな卸資産の増減額（△は増加） △339,120 △384,873

仕入債務の増減額（△は減少） △16,216 △67,703

その他 △79,074 △1,817

小計 △555,976 △580,022

利息及び配当金の受取額 1,312 969

利息の支払額 △1,014 －

法人税等の還付額 1,024 －

法人税等の支払額 △94,186 △15,152

営業活動によるキャッシュ・フロー △648,840 △594,205

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △100,000

定期預金の払戻による収入 － 100,000

有形固定資産の取得による支出 △5,499 △8,646

無形固定資産の取得による支出 △13,750 △2,485

投資有価証券の取得による支出 △92 －

投資有価証券の売却による収入 33,322 －

ゴルフ会員権の売却による収入 16,438 －

貸付けによる支出 △1,840 －

貸付金の回収による収入 12,373 3,263

その他 3,759 21,542

投資活動によるキャッシュ・フロー 44,712 13,674
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 200,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,950 －

自己株式の処分による収入 － 25

自己株式の取得による支出 △20,816 △77,390

その他 △8,393 △6,205

財務活動によるキャッシュ・フロー 168,840 △83,570

現金及び現金同等物に係る換算差額 6,041 5,636

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △429,247 △658,464

現金及び現金同等物の期首残高 2,402,331 1,927,378

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,973,084

※
 1,268,914
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【継続企業の前提に関する事項】

　　　該当事項はありません。 

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月30日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ689千円増加し、税金等調整前四半期純損

失は10,271千円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務

の変動額は22,466千円であります。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

（四半期連結貸借対照表）

  １．前第１四半期連結会計期間において、有形固定資産で表示しておりました「土地」は、資産総額の100分の10を超

えたため、当第１四半期連結会計期間より区分掲記しております。

　　  なお、前第１四半期連結会計期間の有形固定資産に含まれる「土地」の金額は934,460千円であります。

　

  ２．前第１四半期連結会計期間において、流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「前受金」は、負債及び

純資産の合計額の100分の10を超えたため、当第１四半期連結会計期間より区分掲記しております。

　　  なお、前第１四半期連結会計期間の流動負債の「その他」に含まれる「前受金」の金額は756,676千円であります。

　

（四半期連結損益計算書関係） 

　１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、

当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

　２．前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「不動産賃貸収入」は

営業外収益の総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間では区分掲記しております。

　　  なお、前第１四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「不動産賃貸収入」の金額は3,066千円であ

ります。

　

　３．前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「為替差益」は営業外

収益の総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間では区分掲記しております。

　　　なお、前第１四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「為替差益」の金額は4,839千円であります。

　

　４．前第１四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「不動産賃貸原価」は

営業外費用の総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間では区分掲記しております。

　　　なお、前第１四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「不動産賃貸原価」の金額は1,690千円

　　であります。

　

　５．前第１四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は営

業外費用の総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間では区分掲記しております。

　　　なお、前第１四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「支払手数料」の金額は166千円でありま

す。
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　  定率法を採用している資産については、連結会計年度末に係る減価償却費

の額を期間按分して算定する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１．税金費用の計算   税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益又は税引前当期純損失に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見積

実効税率を乗じて計算しております。但し、見積実効税率を用いて税金費用を

計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用し

ております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、623,364千円であ

ります。

 

　２　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれており

ます。 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、599,984千円であ

ります。

  

　２　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれており

ます。 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当   457,168千円

賞与引当金繰入額 19,207 

退職給付費用 18,195 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当   183,161千円

不動産賃借料 49,642 

　      

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 　　　　　　　　　　　　　（平成22年３月31日現在） 　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 　　　　　　　　　　　　　（平成23年３月31日現在） 　

現金及び預金勘定 1,540,378千円

有価証券（MMF・CP） 503,519千円

預け金（その他の流動資産） 29,186
千円

　

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 1,973,084千円

　

現金及び預金勘定 1,261,895千円

有価証券（MMF） 104,100千円

預け金（その他の流動資産） 2,918
千円

　

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 1,268,914千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　

平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　 1,340,000株

  

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　 134,498株

 

３．新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。  

  

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

 　　　前第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

 
建設コンサル
タント事業
（千円）

ファッション
ブランド事業 
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 503,3771,631,3232,134,700 － 2,134,700

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
10,740 － 10,740（10,740） －

計 514,1171,631,3232,145,440（10,740）2,134,700

営業利益又は営業損失(△) △223,233△217,844△441,078（2,098）△443,176　

（注）１．事業区分の方法

 　　　　 事業は、製品の系列、市場の類似性を考慮して区分しております。

　　　

　　　２．各区分の主な製品等

事業区分 主要製品等 

 建設コンサルタント事業

 土木建設事業に関する調査、計画、設計、監理、画像データ表示ビューワ、セ

キュリティシステム、Ｗｅｂ型地図描画エンジン、移動体位置情報管理システ

ム等

 ファッションブランド事業  婦人服・かばん・ハンドバッグ・革製品などの企画・製造卸・販売

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当第１四半期連結累計期間（自平成23年１月１日 至平成23年３月31日）

　　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。　

　　当社グループは、持株会社である当社の傘下に各事業を運営する事業会社を置き、各事業会社は取り扱う製

品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　　したがって、当社グループは、各事業会社を基礎に、取り扱う製品・サービスの種類・性質の類似性等を考慮

したセグメントから構成されており、「建設コンサルタント事業」及び「ファッションブランド事業」の２

つを報告セグメントとしております。

　　各報告セグメントに属する主な製品・サービスは次のとおりであります。

報告セグメント 主な製品・サービス 

 建設コンサルタント事業

 土木建設事業に関する調査、計画、設計、監理、画像データ表示ビューワ、セ

キュリティシステム、Ｗｅｂ型地図描画エンジン、移動体位置情報管理シス

テム等

 ファッションブランド事業  婦人服・かばん・ハンドバッグ・革製品などの企画・製造卸・販売

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自平成23年１月１日 至平成23年３月31日）

　 　（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

建設コンサル
タント事業

ファッション
ブランド事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 243,221 644,045887,266 － 887,266

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 0 0 △0 －

計 243,221 644,046887,267 △0 887,266

セグメント利益又は損失（△） △224,315 27,908△196,407 13,989△182,417

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額13,989千円には、セグメント間取引消去7,320千円、各報告セグ

メントに配分していない全社収益及び全社費用の純額6,669千円が含まれております。全社収益は、主に子

会社からの経営指導料であり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整しております。

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

３月21日）を適用しております。　
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（金融商品関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比較して著

しい変動が認められます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　

科目 四半期連結貸借対照表計上額 時価 差額

有価証券 104,100 104,100 －

　（注）金融商品の時価の算定方法

 　公表されている基準価格によっております。

　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

(1）株式 － － －

(2）債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 104,100 104,100 －

合計 104,100 104,100 －

　
   

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成23年１月１日　至平成23年３月31日）

該当事項はありません。 

　

（企業結合等関係）

　当第１四半期連結会計期間（自平成23年１月１日　至平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　　　 当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）　

　該当事項はありません。

　　

（賃貸等不動産関係）

  当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　　　  前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 5,545.74円 １株当たり純資産額 5,570.29円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △583.88円 １株当たり四半期純損失金額(△) △163.55円 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

四半期純損失(△)（千円） △779,079 △202,414

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △779,079 △202,414

期中平均株式数（株） 1,334,305 1,237,599

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

― ―

（重要な後発事象）

   　該当事項はありません。 

 

（リース取引関係）

  当第１四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められない

ため、記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年５月14日

株式会社トライアイズ

取締役会　御中

              公認会計士桜友共同事務所

   公認会計士 大河原　恵史　　印

   公認会計士 松渕　敏朗　　　印

　

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トライアイズの

平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年

３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トライアイズ及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　追記情報

　　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年４月30日の取締役会決議に基づき、連結子会社である

　株式会社アイ・エヌ・エーの株式を追加取得し、完全子会社化することを決議した。

　

　

　　　　

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

        ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年５月13日

株式会社トライアイズ

取締役会　御中

清陽監査法人            

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大河原　恵史　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松渕　敏朗　　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トライアイ

ズの平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成

23年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トライアイズ及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

        ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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